
概算事業費 事業全体 事業費 進捗率
（百万円） Ｂ/Ｃ (百万円) (%)

1 漁 港 課
水産流通基盤整備事
業
（八幡浜漁港）

八幡浜市
愛媛県

・八幡浜
市

防波堤L=90m
岸壁L=290m
道路L=919.3m
駐車場A=9,560㎡
埋立A=24,906㎡
用地A=11,500㎡
荷捌所N=1棟

5,631 H14 H24 2.51 4,981 88.5 ②

事業採択後
10年が経過
して継続中

補助事業

2 漁 港 課
水産生産基盤整備事
業
（本浦漁港）

宇和島市 愛媛県

防波堤（新設）L=300m
防波堤（改良）L=65m
護岸(新設)L=5m
護岸(改良)L=17.5m
岸壁L=225m
泊地A=2,538㎡
道路L=13m
埋立A=620㎡
用地(改良)A=3,892㎡

7,365 H14 H27 1.08 4,896 66.5 ②

事業採択後
10年が経過
して継続中

補助事業

3 漁 港 課
水産流通基盤整備事
業
（船越漁港）

愛南町 愛南町

防波堤L=420m
突堤L=45m
護岸L=145m
岸壁L=90m
物揚場L=190m
道路L=640m
船揚場L=50m
埋立A=13,700㎡

4,204 H14 H25 1.19 3,198 76.1 ②

事業採択後
10年が経過
して継続中

補助事業

4 水 産 課
水産生産基盤整備事
業
（北灘漁場）

宇和島市 宇和島市 浮消波堤L=576m(11基) 3,297 H14 H25 1.63 2,528 76.7 ②

事業採択後
10年が経過
して継続中

補助事業

5 道路建設課
道路改築事業
（(一)新居浜東港
線）

新居浜市 愛媛県 L=1,000m､W=6.0(16.0)m 3,043 H14 H26 1.23 2,495 82.0 ②

事業採択後
10年が経過
して継続中

交付金事業

6 河　川　課 総合流域防災事業
（(二)増穂川）

宇和島市 愛媛県

全体計画L=3,950ｍ
築堤L=5,270m
掘削V=76,300m3
護岸工L=2,600m
道路橋 11橋
堰 8基

2,200 H8 H30 1.42 1,768 80.4 ④

再評価実施
後5年を経過
して継続中

交付金事業

7 河　川　課 広域河川改修事業
（(一)大宿川）

鬼北町 愛媛県

全体計画L=6,200ｍ
築堤L=7,800m
掘削V=108,500m3
護岸工L=12,400m
道路橋 21橋
揚水機 1基

3,330 H4 H28 1.04 2,928 87.9 ④

再々評価実
施後5年を経
過して継続
中

交付金事業

8 港湾海岸課 港湾改修事業
（(重)東予港）

西条市 愛媛県

防波堤 L=510m
護岸 L=607m
物揚場(-2.5m)
L=1,140m
道路 L=800m
泊地 A=74千m2
船揚場 L=50m
ふ頭用地 3.2ha

7,280 H6 H32 1.24 1,180 16.2 ④

再々評価実
施後5年を経
過して継続
中

交付金事業

9 港湾海岸課 港湾改修事業
（(重)宇和島港）

宇和島市 愛媛県

防波堤 L=70m
岸壁（-5.5ｍ） L=200m
物揚場(-2.5m) L=450m
道路 L=669m
橋梁 N=1基
ふ頭用地 2.5ha

5,714 Ｈ8 Ｈ28 1.98 4,465 78.1 ④

再評価実施
後5年を経過
して継続中

交付金事業

10 港湾海岸課 港湾改修事業
（(地)長浜港） 大洲市 愛媛県

防波堤 L=655m
護岸 L=154m
物揚場(-2.5m) L=510m
道路 L=1,009m
船揚場 L=50m
浮桟橋 N=1基
ふ頭用地 3.3ha

5,793 Ｓ58 Ｈ26 1.07 5,427 93.7 ④

再々評価実
施後5年を経
過して継続
中

交付金事業

11 港湾海岸課 港湾改修事業
（(地)伯方港）

今治市 愛媛県

小型船だまり　一式
　物揚場(-2.5m)
              L=100m
　浮桟橋2基
　防波堤 L=518m
　護岸 L=46m
　船揚場 L=20m
　泊地(-2.5m)
    A=21千㎡
　道路 L=250m
　ふ頭用地 A=0.7ha

5,228 H4 H30 1.12 3,800 72.7 ④

再々評価実
施後5年を経
過して継続
中

交付金事業
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再評価となる理由
　①事業採択後一定期間が経過した時点で未着工の事業
　②事業採択後長期間が経過した時点で継続中の事業
　③準備・計画段階で一定期間が経過している事業
　④再評価実施後一定期間が経過した時点で継続中又は未着工の事業
　⑤社会経済情勢の変化等


